


- 1 - 

 

令和 6年度 社会福祉法人 利島村社会福祉協議会事業報告書 

 

[１] 協議会の現状（令和 7年 3月 31日現在） 

 

（１）会 員   個 人  61人（257口） 

         団 体  1団体 

 

（２）機関構成  役員等  理 事  6名 

              監 事  2名 

              評議員  7名 

        職員体制  常勤職員 6名 

  非常勤職員 5名 

  村役場との兼職 2名 

  出向者 2名（利島村役場および多摩川病院より） 

   

[２] 事業活動報告 

概 況 

 長年の課題であった職員不足が一定程度解消され、日常のサービスは安定して提

供ができる体制が整備された。今まで充分に手が回らなかった部分に関して手当す

ることができ、法人として外部研修の導入や BCP に基づく各種訓練、そして利島村

の将来を見据えた福祉のあり方を検討することができた。これらにより、地域の福

祉全般を担う社会福祉協議会として、住民から求められる負託にこたえるべく年度

当初に掲げた重点目標の達成に大きく近づけたのではないかと総括をする。 

 その他として利島村老人会の活動支援に関しては、コロナ禍以前の住民同士の交

流を取り戻すべく会の運営方式の改革に取り組み、一定の成果を得ることができた。

数年ぶりの旅行も実施され、老人会会員の地域福祉への意識も高まったことから、

今後の活動の活発化や会の活性化が期待できると考えている。 

① 理事会 

・第 1回 5月 29日、第 2回 3月 7日 

② 評議員会 

・第 1回 6月 14日、第 2回 3月 26日 

③ 他の法人関係会議 

・監事監査 5月 21日、評議員選任解任委員会 6月 3日 

④ 会議や研修等（主なもの） 

・4月 市町村社協新任職員研修 

・5月 第 2回利島村健康ふぇすてぃばる 

・6月 生活福祉資金貸付事業説明会(Web会議) 

・9月 健康教室特別編 ～生きることは食べること～ 

・10月 島しょ保健所町村連携会議 

・11月 老人会旅行 

・12月 利島村地区懇談会 

・2月 社協セミナー「こころの健康講座＆相談会」 

⑤ 広 報 

・「社協だより」年 6回発行（全戸配付） 

・「利島村社会福祉協議会の Webサイト」随時更新 
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（２）高齢者福祉事業（高齢者在宅サービスセンター運営） 

① ケアプランセンター木春（居宅介護支援事業所） ※別紙① 

② デイホームさくゆり（地域密着型通所介護事業所） ※別紙② 

③ 利島村サロン 

・高齢者の生活の質の向上を図るため、高齢者在宅サービスセンターにおいて支援 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

登録者数 9 11 12 11 10 10 10 10 9 10 10 9 121 

延提供数 100 129 112 127 87 105 88 94 94 106 111 106 1259 

④ 高齢者等生活支援ホームヘルプサービス（独自訪問サービス） 

・利用が必要と認められた高齢者等の自宅にヘルパーを派遣し、家事援助等を実施 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

登録者数 4 4 6 4 6 8 6 4 4 4 4 4 58 

利用回数 49 44 56 55 50 53 29 17 20 18 16 21 428 

⑤ 福祉用具貸与 

・高齢者及び障がい者等に必要な福祉用具を貸与（主な貸出品目：介護ベッドなど） 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 12 16 16 16 19 19 14 11 10 10 11 11 165 

（令和 6年 3月 31日時点の利用者数は 8名） 

⑥ 理美容サービス券の交付 

・村内に住所を有する 74歳以上の高齢者と障がい者を対象に、島内の理美容店で使

用できる理美容サービス券を交付 

交付数 希望者 21人に対して各 10枚（1枚 1,000円相当）、合計 210枚を交付 

使用数 210 枚を交付したところ実際の使用数は、186 枚 

⑦ 排泄補助用品等購入費用助成（高齢者） 

・介護認定者等に排泄に関わる商品購入代金の一部（一人当たり月額 4,000～8,000

円が上限）を助成 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 1 6 2 3 2 2 1 2 1 0 2 1 23 

⑧ 買い物サポート 

・インターネットショッピング等に慣れていない高齢者等に福祉関連用品の購入代行 

 （主な購入品目：栄養補助食品、簡易手すり、介護シューズなど） 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 0 2 0 0 0 1 2 0 0 1 1 1 8 

⑨ 利島村老人会事務局 

・予算や会員管理、活動支援全般に取り組む、主な活動は下記の通り 

11月 6～8日、老人会旅行（金沢方面、6名参加） 

12月 14日、クリスマス会（21名参加） 

1月 25日、新年会（20名参加） 

2月 19日、花壇整備（12名参加） 

3月 8日、総会（19名参加） 

⑩ 敬老祝賀会祝い品贈呈 

・敬老祝賀会に祝い品（佃煮セット）を高齢者 75名に贈呈 
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（３）利島村地域包括支援センター（利島村受託）※別紙③ 

地域見守り推進事業  ひとり暮らし高齢者等傾聴訪問 

夜間電話相談・訪問サービス 

配食サービス 

 

（４）利島村子ども家庭支援センター事業 

① 利島村子ども家庭支援センター（子ども家庭支援センター事業） ※別紙④ 

② 利島村学童クラブ（放課後児童健全育成事業） ※別紙⑤ 

 

（５）地域福祉事業 

① ドライクーラー貸し出し 

・持ち運びができる遺体冷却装置の貸し出し 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

② 送迎サービス 

・自身での島内の移動が困難な方に診療所受診や出島時の移動援助を提供 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 10 11 12 12 12 12 15 10 11 12 12 6 135 

 

（６）障がい者福祉事業  

① 清掃ボランティア 

・地域で暮らす障がい者の社会参加の機会を増やし、地域のソーシャルインクルー

ジョンの取り組みを推進する 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 13 12 14 17 12 13 17 17 16 16 15 21 183 

※協力者：2名（令和 7年 3月 31日時点） 

② 排泄補助用品等購入費用助成（その他） 

※該当者なしのため、実績は 0件 

 

（７）ボランティアセンター事業 

・ボランティア保険の加入窓口を開設し、地域のボランティア活動を推進 

加入者 ボランティア保険及び行事保険の合計加入者数 114人 

 

（８）児童福祉事業 

① 排泄補助用品等購入費用助成（乳幼児） 

・小学校就学前までの乳幼児の保護者に、紙オムツの購入代金の一部（乳幼児一人

あたり月額 2,000円上限）を助成 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 2 2 2 3 3 5 6 6 6 6 6 4 51 

② 小学校入学生に記念品の贈呈 

・新入生なしのため事業実績なし 

③ 中学校卒業生に記念品を贈呈 

・Amazonギフトカードを卒業生 5名に贈呈 
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（９）地域福祉権利擁護事業（東京都社会福祉協議会より受託） 

判断能力がやや低下した方を対象に福祉サービスの利用に関する相談や助言、手続

きや支払い等の援助 

※該当者なしのため、実績は 0件 

 

 

（10）生活福祉資金貸付事業（東京都社会福祉協議会より受託） 

低所得世帯や障がい者世帯、高齢者世帯に無利子または低利で貸付 

① 生活福祉資金貸付（福祉資金・教育支援資金等） 

※該当者なしのため、実績は 0件 

② 緊急小口資金貸付（緊急かつ一時的な資金） 

  ・平成 27年度より継続 1名 

貸付金額 償還済額 償還残額（元金） 償還残額（延滞利子） 

100,000円 30,000円 70,000円 65,890円 

・令和 2年度よりコロナ特例：累計 5名 

  貸付金額 償還済額 償還残額（元金） 償還残額（延滞利子） 

1,000,000円 0円 1,000,000円 0円 

③ 総合支援資金（失業等により生計の維持が困難となった世帯に自立することを目的） 

・令和 2年度よりコロナ特例：累計 5名（延長・再貸付含む） 

  貸付金額 償還済額 償還残額（元金） 償還残額（延滞利子） 

2,550,000円 0円 2,550,000円 0円 

   

（11）受験生チャレンジ支援資金貸付事業（東京都・利島村より受託） 

  ・低所得世帯の子供への支援として、学習塾や高校・大学などの受験費用を貸付 

   利島村から相談・申請窓口を受託。 

※申請者なしのため、実績は 0件（ただし 3月に相談は 1件あり） 

 

（12）共同募金事業 

【各戸訪問は行わず、店頭等に募金箱を設置した】 

① 赤い羽根共同募金 

実績 【10月 1～31日の期間で実施】61,212円 

② 歳末地域たすけあい募金 

実績 【12月 1～27日の期間で実施】85,802円 

 

（12）寄付 

実績 【社協窓口の募金箱への寄付】112,210円 
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別紙①                     こはる 

令 6年度「ケアプランセンター木春」事業報告 

（離島等相当サービス居宅介護支援事業所） 

～総括～ 

当事業所は平成 29 年 10 月 1 日に開設し今年 4 月で丸 7 年半が経過した。この数年間の契約数は 10

件前後だったが、ご利用者の転出や施設入所が続き令和 5年度末からは 5件弱で推移している。 

令和 6年度はコロナ禍、アフターコロナを経て以前のような交流を取り戻した年となった。地域包括

支援センターとの一体的な運営という強みを生かし、いわゆる居宅介護支援のみにとどまらず、ご利用

者のニーズに応じた多様な支援を提供できたと総括し、以下に事業報告を行う。 

 

（1） 「利島村の特性にあわせたケアマネジメントの検討と提供を行う」に対して 

⚫ 利島村における良いサービスの在り方について検討を深め、いわゆる富山型福祉の実際に現場

を見ることができ、このことについて地域ケア会議の場を通じ住民への情報提供も行えた。 

⚫ 介護サービスと社会福祉協議会による制度外の独自サービスを組み合わせ、住民へワンストッ

プの切れ目のないサービスを提供することができた。 

（2） 「居宅介護支援事業所の安定運営と、非常時のサービス提供訓練に取り組む」に対して 

⚫ 法人と一体的に外部研修システムを導入し、より効率的な事業所運営形態とすることができた。 

⚫ 行政の非常災害訓練に参画するとともに、法人内での BCP訓練も実施することができた。 

（3） 「ICTの活用を推進し、ご利用者や家族を含め、関係機関との連携を深化させる」に対して 

⚫ 各種 ICTツールを今まで以上に活用し、島内外での情報共有が促進された。 

⚫ 特に平成医療福祉グループの医療機関へご利用者が入院した際には、島内のセラピスト（出向者）

と連携し、ご利用者の家屋調査や退院・帰島に向けての準備等に取り組むことができた。 

 

～利用実績～ 

【表 1．月ごとのケアプラン件数と要介護度】 

令和 

6年度 

ケアプラン 

実績（件） 

ケアプラン実績の要介護度の内訳 

1 2 3 4 5 平均 

4月  2 0 2 0 0 0 2.00 

5月  3 0 2 0 0 0 2.00 

6月  2 0 2 0 0 0 2.00 

 7月  3 0 3 0 0 0 2.00 

 8月  5 1 3 1 0 0 1.60 

 9月  5 1 3 1 0 0 1.60 

10月  4 1 2 1 0 0 2.00 

11月  4 1 2 1 0 0 2.00 

12月  4 1 2 1 0 0 2.00 

 1月  3 1 2 0 0 0 1.66 

 2月  3 1 2 0 0 0 1.66 

 3月  3 1 2 0 0 0 1.66 

※ケアプラン実績は介護給付費算定ベースでの集計 
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別紙③ 

令和 6 年度「利島村地域包括支援センター」事業報告 

（指定介護予防支援事業所） 

～総括～ 

令和 6年度、当センターは地域包括ケアの中核機関として、総合相談支援、介護予防ケアマネジメン

ト、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント支援を一体的に実施した。地域住民との連携を強化し、

認知症高齢者への支援や虐待防止、生活支援体制の整備に取り組むとともに、BCP などの各種訓練およ

び研修を通じ、災害時の対応力と職員の専門性向上を図った。今後も地域住民が安心して暮らせる島づ

くりの一助となるべく、地域資源の創設と活用、そして多職種連携をさらに推進してゆく。 

 

（1） 包括的支援事業 

① 総合相談支援業務 

・ 来所相談のみならず、戸別訪問や電話等を活用し相談支援に取り組んだ。 

・ 相談内容の詳細は、【表 1．月別の分類別相談件数】を参照のこと。 

（参考） 【表 1．月別の分類別相談件数】（のべ件数）  

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

Ⅰ※ 5 6 8 7 5 4 5 4 5 3 5 4 61 

Ⅱ※ 3 2 3 2 2 3 3 3 2 3 2 3 28 

Ⅲ※ 3 5 6 5 4 4 3 2 5 4 5 2 48 

Ⅳ※ 3 2 3 4 3 3 4 2 3 2 2 3 34 

Ⅴ※ 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 

Ⅵ※ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ⅶ※ 2 3 1 2 2 2 3 1 1 5 3 0 25 

月計 16 19 21 20 16 16 18 13 16 17 17 13 198 

Ⅴ：権利擁護に関すること 

Ⅵ：介護者の離職防止に関すること 

Ⅶ：その他（新型コロナウイルスのワクチンや、

生活福祉資金貸付制度に関すること他） 

   

② 介護予防ケアマネジメント業務 

・ 利島村には介護予防サービスの利用者がいなかったため、要支援者及び基本チェックリスト該

当者に対する、介護予防ケアマネジメントの担当件数は 0件であった。 

・ なお、担当圏域に若干名いる要支援認定者宅を定期的に訪問し、状況把握や見守りに取り組んだ。 

 

③ 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

・ 利島村では活動しているケアマネジャーが 1名のみのため、職能団体の活動を通じて、他地域の

ケアマネジャーとの連携に取り組んだ。 

 

④ 権利擁護業務 

・ 担当圏域では虐待事例の確認はないが、地域の介護事業所向けに、権利擁護および虐待防止に関

する研修を行った。 

Ⅰ：介護に関すること（介護保険に関することを含む） 

Ⅱ：介護予防・生活支援サービスに関すること 

Ⅲ：医療に関すること 

Ⅳ：認知症に関すること 
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（2） 地域包括ケアシステムの推進 

① 地域ケア会議の開催 

・ 定期的に地域ケア会議を開催し、地域課題の発見や共有、支援の推進に取り組んだ。 

（参考）地域包括ケアシステム推進連絡会：6月 3日、1月 16日 

    地域課題会議※：9月 30日、3月 5日 

※ 地域課題会議は、地域包括支援センター運営協議会と一体的に開催している 

・ 『利島村 ふくしの便利帳（令和 6年度版）』を作成し、4月に全戸配布した。 

 

② 在宅医療と在宅介護の連携推進 

・ カナミックネットワークを活用し医療、介護等関係機関とのタイムリーな情報共有を行った。 

・ 利島村役場（保健師）、利島村診療所、島内介護事業所との隔週定期カンファレンスを開催した。 

 

③ 認知症施策の推進 

・ 認知症サポーター養成講座を介護の日である 11月 11 日に開催し、認知症の普及啓発に努めた。

なお、3月末日時点での利島村の認知症サポーター累積数は 155名であり、これは都内の自治体

では人口比で 1位（全国では 15位）となる比率である。 

・ 認知症初期集中支援チームを配置し、初期支援体制の充実を目指した。（活動実績はなかった） 

・ 法人が老人会と協力して開催する“KUMON 脳の健康教室”を、年間を通じて支援した。 

 

④ 生活支援体制整備への取り組み 

・ 生活支援コーディネーターを継続して配置し、生活支援体制整備整備を推進した。 

・ ひとり暮らし高齢者傾聴訪問事業を継続し、閉じこもりがちな高齢者への関りを続け、スムーズ

な介護サービスの利用につなげることを目指した。（過去に定期利用をしており転出した住民が

一時帰島をした際に利用実績があった） 

（参考） 【表 2．月別のひとり暮らし高齢者傾聴訪問の実績】（のべ件数） 

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 0 0 0 0 5 4 9  4 0 0 0 0 22 

・ 配食サービスを提供し、住民の栄養状態改善に寄与することができた。 

（参考） 【表 3．月別の配食サービスの実績】（のべ件数）  

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 10 10 4 3 0 4 4 0 1 3 4 0 43 

 

（3） 一般介護予防 

① リハビリテーション指導事業 

・ 理学療法士（または作業療法士）1名が常勤で勤務しており（平成医療福祉グループからの在籍

型出向）、日常的にリハビリテーションに関する支援を提供できる体制が整備されている。 

・ 居宅を訪問しての指導にも取り組み、福祉用具や住宅改修に関する助言も行った。 

・ 利島村診療所や本土の医療機関と連携を図りながら、高齢者のみならず地域住民全体のリハビ

リテーション支援に取り組んだ。 
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（参考） 【表 4．月別のリハビリテーション指導の実績】（のべ件数）  

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 48 37 20 23 16 7 31 22 22 28 30 30 314 

 

② 社協セミナー 

・ 5月 11日に「第 2回 利島村健康ふぇすてぃばる」を開催した（参加者約 50人）。過去に出向で

赴任していた理学療法士等を招聘したこと等により、例年よりも参加者の満足度が向上した様

子が見受けられた。 

 

（4） その他 

① 要介護認定調査の受託 

・ 利島村からの依頼により、要介護認定調査を実施した。 

・ 受託件数は 18件と、例年よりやや多い件数となった。 

（参考） 【表 5．月別の要介護認定調査数】（のべ件数）  

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 0 4 0 0 0 3 2 3 1 1 1 3 18 

 

② 自治体や職能団体からの依頼に基づく研修講師や委員会委員等への協力 

・ 地域の介護事業者が開催する研修に講師を派遣した。 

・ 東京都介護支援専門員研究協議会等、介護関連職能団体の理事や監事を担った。 

 

③ 外部研修の受講等 

・ 6月 8日、東京都による、「令和 4年度チームオレンジ・コーディネーター研修」を受講した。 

・ 8月 31日、東京都による、「認定調査員現任研修」を受講した（Web研修）。 

・ 12 月 8 日、東京都高齢者権利擁護推進事業の、「介護サービス事業管理者高齢者権利擁護研修

（居宅系サービス向け）」を受講した。 

・ 3月 7日、厚生労働省による、「介護事業者のための BCP 作成セミナー」を受講した（Web研修）。 

・ 1～3月の間に、「主任介護支援専門員更新研修」を受講した（Web研修 ※のべ 46時間）。 

 

④ その他 

・ 高齢者に関する総合相談窓口としての機能拡充を目的に、電話転送による営業時間外（夜間や土

日祝日）の相談受付を実施した。 

・ 長年続いていた、管理者兼主任ケアマネジャー1名（居宅介護支援事業所と兼務）のみ配置とい

う状況が、昨年度理学療法士が配置されたことにより改善され、職員体制の拡充が図られた。 
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別紙④ 

令和 6 年度「利島村子ども家庭支援センター」事業報告 

 

～総括～ 

 当センターは令和 5 年 4 月 1 日に開設し、今年 4 月で丸 2 年が経過した。昨年度は、子育て相談の件

数が 7件となったが、今年度は 3件となった。減少したが、昨年度からの継続相談もあり 

令和 4年 6月に成立した改正児童福祉法（児童福祉法第 10条の 2第 2項及び母子保健法第 22条）に 

より、すべての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機関として、市町村は「こども家

庭センター」の設置に努めなければならないとされた。 利島村でも令和 7年 3月から子ども家庭支援セ

ンターを「こども家庭センター」（以下、センター）として再構築し、さらなる支援の充実・強化を図る

ため、次年度に向け関係機関と連携を図りながら、日々の相談援助を展開できたと考える。 

 

～令和 6年度の事業実績～ 

（1）相談・支援 

⚫ 子育て相談 

0 歳～18 歳未満の子どもに関することや子育て家族についての相談を電話や窓口で受ける

ほか、必要に応じて相談員が家庭を訪問して対応している。また、児童及び家庭に係る状況

把握、必要な援助、その他問題解決への支援を行っている。 

［表 1 相談種別件数の状況］ 

区   分 受理件数 

養護相談（児童虐待相談、その他の相談） 1 

障害相談（肢体不自由相談、視聴覚障害相談、言語発達障害等相談、重症

心身障害相談、知的障害相談、発達障害相談） 

0 

非行相談（ぐ犯等相談、触法行為等相談） 0 

育成相談（性格行動相談、不登校相談、適正相談、育児・しつけ相談） 1 

その他の相談 1 

合   計 3 

⚫ 利島村発達相談支援 

臨床心理士、作業療法士、そして言語聴覚士といった発達支援に関わる専門職を定期的に

招聘し、子どもが日常生活を送る保育園や学校を巡回。乳幼児および児童生徒やその保護

者、子どもの日常生活に関わる者等に対し専門的見地から支援を行っている。また今年度は

新たな取り組みとして、保育士・教職員を対象とした言語聴覚士による座談会を開催。（今年

度から作業療法士、言語聴覚士は、平成医療福祉グループからの招聘となっている） 

［表 2 発達支援に関わる専門職の来島日程］ 

 日 程 

臨床心理士 令和 6年 7月 2日（火）～7月 4日（木）/令和 7年 2月 25日（火）～2月 27日（木） 

作業療法士 令和 6年 11月 13 日（水）～11月 15日（金）/令和 7年 2月 12日（水）～2月 14日（金） 

言語聴覚士 令和 6年 7月 16 日（火）～7月 18日（木）/令和 6年 10月 23日（水）～10月 25日（金） 
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⚫ 子育てひろば 

保護者と保育園に入所していない子どもが安心して一緒に遊びながら、他の親子等との情

報交換や交流を図る場である。相談員を配置し、子育ての相談に対して必要な助言・支援を

行っている。利島村では毎月 1～2回程度、利島村社会福祉協議会や利島村立利島保育園、地

域交流会館等で開催している。 

［表 3 子育て広場利用者数］ 

 令和 6年度 

実施回数（回） 22 

延べ参加家庭数（組） 44 

延べ参加者数（人） 117 

 

（2）関係機関との連携強化 

⚫ 保育園、学校への訪問 

保育園、学校との連携を深めるため、定期的に施設訪問を実施。児童の様子を見て一緒に

遊びながら、児童の発達の様子を把握し、家庭や支援者にフィードバックを行っている。 

⚫ 利島村要保護児童対策地域協議会 

要保護児童対策地域協議会とは、要保護児童等に関する情報交換や支援内容の協議を行う

法定協議会のことである。（児童福祉法第 25 条の 2） 

利島村には要保護児童等が多くない。そこで本協議会ではセンターが事務局を担い、児童

虐待に関わる普及啓発や情報交換や支援内容の協議等を行っている。 

〔構成員の所属機関〕 

東京都児童相談センター、利島村役場、利島村教育委員会、大島警察署利島村駐在所、     

利島村民生児童委員、利島村国民健康保険診療所、利島村立利島小中学校、利島村立利島保育、

利島村放課後児童クラブ（順不同） 

［表 4 利島村要保護児童対策地域協議会の開催状況］ 

 

 

 

（3）積極的な広報（周知）活動 

⚫ 子ども家庭支援センターパンフレットの発行・全戸配布（令和 6年 4月 200 部）                        

⚫ 子育てひろばへ参加している親子向けに SNS を活用した情報発信 

⚫ 社協だよりにて『子ども家庭支援センターからのお知らせ』、『子育てひろばより』、『言語聴

覚士について』、『作業療法士 Q＆A』を掲載 

⚫ 利島村社会福祉協議会のホームページにて『子ども家庭支援センターよりお知らせ                                 』、『こ

ども家庭センターよりお知らせ』を計 7回掲載 

⚫ 11 月の「児童虐待防止推進月間」期間中、利島保育園・利島小中学校・利島村役場・利島村

社会福祉協議会に児童虐待の啓発ポスターを掲示 

 代表者会議 実務者会議 ケース検討会議 

実施回数（回） 1 1 0 
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⚫ 令和 6年 3月からこども家庭センターを開設し、地域に密着した広報活動として「利島村健

康ふぇすてぃばる」の企画、準備に取り組んだ。※令和 7年 5月に開催予定 

 

（4）研修等への参加 

児童及び家庭に対する支援は、より的確さが求められる。助言、支援を担当する職員は、知識、能

力、専門性の向上のため研修へ参加している。令和 6年度に参加した研修は、以下の通りである。 

［表 5 参加研修等一覧］ 

日 程 対 象 者（参 加 者 数） 内 容 

令和 6年 5月 1日（水） 

～9月 2日（月） 

こども家庭センター体制強

化事業に従事する区市町村

職員（3名） 

令和 6 年度こども家庭センター体制強化

事業研修 

令和 6年 9月 19日（木） 利島村社会福祉協議会理

事、事務局（7名） 

NPO法人えん（サポートハウスえん、富戸

ケアファーム）へ福祉事業所の視察 

令和 7年 2月 19日（水） 市区町村の児童福祉機能･

母子保健機能に関わる担当

職員、統括支援員など（1名） 

令和 6年度こども家庭センター座談会（第

1回） 

 

また、他のセンターとの情報交換を行っている。令和 6年度に参加した会議は以下の通りである。 

［表 6 参加会議等一覧］ 

日 程 対 象 者（参 加 者 数） 内 容 

令和 6年 7月 10日（水） 島しょ地区子ども家庭支援セ

ンター職員（2名） 

第一回連絡会議（春の巡回相談に向けて、

第二回連絡会議の内容検討） 
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別紙⑤ 

令和 6 年度「利島村放課後児童クラブ」事業報告 

（放課後児童健全育成事業） 

 

総括 

放課後児童健全育成事業として開設された放課後児童クラブ（以下、学童という）は、作年度よ

り社会福祉協議会に事務移管し運営されている。今年度は小学校に新入生や転校生が無く、昨年度

からの学童利用児童が 1 学年進級し、早い時期から落ち着いた雰囲気ができ、1 年間を通して、事

故や大きなケガもなく過ごす事が出来た。 

 

 

1. 学童の目的に対して 

児童の安心、安全な居場所づくりと、家庭に代わる生活の場を提供し、主に遊びを通して児童の

健全な育成を図ることを目的とし活動した。特に学校のある日については、保護者の就労に関わら

ず児童を受け入れた。その為、利島小学校に通学する 2、3 年生については全家庭から、4～6 年生

は約 6割の家庭から利用申請があり、放課後に児童が集まり生活する場所となった。 

 

2. 利用実績 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

在籍児（人） 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 － 

開所日数（日） 21 21 20 21 20 19 22 20 20 18 18 20 240 

延べ利用児（人） 160 116 130 113 108 115 140 126 126 109 113 101 1457 

 

3. 職員体制 

学童保育指導員として、放課後児童支援員の資格を持つ者やその補助行う者を 3名配置した。児

童の利用人数に合わせて、職員体制を調整した。 

 

4. 保護者連携 

・4月に保護者会を開催し、学童利用案内の説明や質疑応答を行った。 

・「学童だより」の発行や LINEのグループを活用し、児童の様子を伝えた。昨年度途中より書面の

配布からデータの配信に変更した「学童だより」は、その後も書面の希望は無く、データ配信の

み行っている。 

 

5. 学校・教育委員会との連携 

学校との連携 

学校より、学年通信等を共有してもらい、児童の下校時間を把握し来所に備えた。時に連携不

足で、学校の下校時間が早くなった事を知らないまま、児童の来所時間も早くなることがあった。

学童職員の出勤時間であった為、児童の受け入れに大きな混乱は無かったが、学校に事態を説明

し事前に連絡をいただけるようお願いをした。 保育内容により、児童に全身を使った遊びの場を
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提供したい時には、学校体育館フロアの空き状況を確認し、事前に連絡してフロアを使用させて

いただいた。また、学校の施設を借りて学童保育を行っているので、施設に異常があった際には

報告を行った。11月に強風で男子更衣室の窓ガラスが破損した時は、速やかに事態を報告し、学

校の職員の方に現場の確認を行って頂いた。新しいガラスが入るまでの処置をして頂き、修理が

行われるのを待っている所である。 

教育委員会との連携 

学校施設に異常があった際には学校と共に教育委員会にも報告をした。特に、上記の 11 月の

際は速やかに事態を報告し、教育委員会からも現場の確認に来て頂いた。修理の予算を取って頂

き、業者の手配が済み次第修理が行われる予定になっている。また、教育委員会主催で児童のワ

ークショップ等が行われる際には、担当者と連携を取って送迎を依頼する等児童が参加しやすい

ように調整した。 

 

6. 関係機関・地域との連携 

保育園との連携 

来年度新入学児が学童を利用することになった際の不安を少なくできるよう、11 月の就学児

健診時や卒園後の 3 月下旬等に対象児が学童を訪問見学できるようにした。11 月と 3 月にそれ

ぞれ親子で一組ずつ見学者があった。 

放課後子ども教室と連携 

各種子ども教室のスケジュールを確認し、子どもたちが参加しやすいよう声がけを行った。 

デイホームさくゆりとの交流 

高齢者や地域住民との交流を図る為、8 月にデイホームさくゆりの行事へ参加を計画した。来

所時が少なく 1名のみであったが、参加させて頂き利用者さんと射的等を一緒に行った。 

 

7. 日常の安全管理や危機管理対策 

・日頃より学童保育室の衛生管理に努め、学童で感染症の流行が起きる事は無かった。 

   ・食物アレルギーを持つ児童の保護者と年度初めに面談を行い、最近の様子の聞き取りや対応方法

の確認を行った。アレルギーの発症を起こすことなく、一年間を送る事ができた。 

   ・安全計画に沿って、毎月安全点検や避難訓練等を行った。 

 

8. 事業内容の向上 

    ・欠学年や学年による児童数の違いがあった為、集団レクリエーションをする際に縦割りのグル

ープを作った。計画準備から実施を行い、異年齢の児童が共に活動する時間が増えていた。 

   ・発達専門職の巡回があった際に、児童の様子を伝え気になる事について対応を相談した。専門職

の助言や提案は、職員で共有し保育に活用できるようにした。 

 

9. 苦情・要望への対応 

苦情や要望の受付について、利用案内に担当者を明記し、保護者会でも口頭で説明した。１年を

通して、特に苦情や要望は無かった。 




